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1916 1,648 1,624 24
1917 2,672 2,647 25
1918 4,533 4,491 42
1919 7,051 6,847 204
1920 9,999 9,355 644
1921 12,116 11,228 888
1922 14,866 13,483 1,383
1923 12,765 10,666 2,099
1924 24,333 17,939 6,394
1925 29,164 21,002 8,162
1926 40,353 28,256 12,097
1927 52,102 28,701 15,987 7,414
1928 66,777 33,358 21,719 11,700
1929 80,826 37,300 27,541 15,985
1930 89,222 40,819 30,881 17,522
1931 97,828 41,765 34,837 21,226
1932 100,851 42,087 35,939 22,825
1933 100,824 42,501 33,501 24,822
1934 114,371 45,376 42,667 26,328
1935 125,915 49,548 47,939 28,428
1936 136,714 52,359 55,610 28,745
1937 145,530 60,054 61,132 24,344
1938 151,181 59,317 67,840 24,024
1939 149,429 54,986 71,262 23,181
1940 152,065 52,110 77,561 22,394
1941 141,610 47,924 71,721 21,965
1942 134,636 37,527 75,365 21,744
1943 132,116 33,893 76,721 21,502
1944 122,765 30,401 75,595 16,769























生 産 輸 入 移 出
供給台数
貨物車 乗用車 合 計 車 輌 シヤシー 組 立 合 計 車 輌 シヤシー 合 計
1926 245 245 2,381 2,381 2,626
1927 302 302 3,895 3,895 4,197
1928 347 347 7,883 1,910 9,793 10,140
1929 437 437 5,018 2,019 29,338 36,375 36,812
1930 458 458 2,591 1,609 19,678 23,878 24,336
1931 434 434 1,887 1,204 20,109 23,206 23,634
1932 676 696 997 703 14,087 15,787 16,483
1933 1,055 1,055 491 780 15,082 16,353 17,408
1934 1,077 1,077 896 950 33,458 35,304 349 349 36,032
1935 1,181 1,181 934 1,010 30,787 32,731 626 735 1,361 32,551
1936 5,004 847 5,851 1,117 1,061 30,997 33,175 1,731 2,267 3,998 35,028
1937 7,643 1,819 10,239 4,988左に含む 28,951 33,939 1,495 1,918 3,413 40,765
1938 13,981 1,774 15,755 20,000 20,000 1,311 807 2,118 33,637
1939 29,233 856 30,089 1,668 5,396 7,064 23,025
1940 42,073 1,633 43,706 4,915 4,915 38,791
1941 42,813 1,065 43,878 2,210 2,210 41,668
1942 34,786 705 35,491 1,180 1,180 34,311
1943 24,000 207 24,207 1,599 1,599 22,608
1944 21,434 19 21,453 213 213 21,240
























































































































































































































































































































































種 類 製造補助金 増加補助金 購買補助金 維持補助金
甲種
4輪車 400 500 1,000 400
6輪車 1,400
乙種
4輪車 750 500 1,000 500
6輪車 1,750
丙種
4輪車 1,200 500 1,000 600
6輪車 2,220
丁種
4輪車 250 375 750 300
6輪車 1,250
戊種
4輪車 500 375 750 400
6輪車 1,500
己種






































































































































































































































































































































































主要製品 製造会社 所 在 地 資本金（万円） 摘 要
乗用車及び貨車 東京瓦斯電気工業株式会社 大森区入新井 600 「ちよだ」号，他に牽引車及び装甲車
自動車工業株式会社 京橋区新佃島西町 600 「スミダ」号，他に牽引車及び装甲車
川崎車輌株式会社 神戸市和田山通 1,200 「六甲」号 乗用車
三菱重工業株式会社 神戸市湊西区 5,000 「扶桑」号 主として大型乗合車
日本車輌製造株式会社 名古屋市南区 1,000 「アツタ」号 乗用車
豊田自働織機株式会社 愛知県刈屋町 600 大衆乗用車及び貨車
聖製造株式会社 東京市 50 大衆乗用車及び貨車
戦車 三菱重工業株式会社 東京市品川区大井 5,000 戦車及び装甲車
神戸製鋼所 神戸市 2,000 戦車
日本製鋼所室蘭工場 室蘭市 3,000 戦車
汽車製造株式会社 大阪市此花区 930 戦車
日本特殊鋼株式会社 大森区 装甲車
自動車組立 日本フォード自動車株式会社 神奈川県子安 800 「フオード」
日本ゼネラルモータス株式会社 大阪市湊区 400 主として「シボーレー」
共立自動車製作所 神奈川県鶴見 10 主として「ドツジ」
側車附自動二輪車 日本内燃機株式会社 大森区大森 50 「くろがね」号，他に三輪車
ハーレーダビツトソン株式会社 赤坂区溜池町 40 「ハーレーダビツトソン」号
岡本工業株式会社 名古屋市中区 150 「能率」号
小型自動車 日産自動車株式会社 神奈川県子安 1,000 「ダツトサン」
高速度機関株式会社 東京市品川区 100 「オータ」
京三自動車商会 麹町区丸ノ内日興ビル 100 京三
発動機株式会社 大阪市西淀川区 200 「ダイハツ」
兵庫モーター製作所 神戸市苅藻通 10 HMC
日本エーヤーブレーキ会社 神戸市脇ノ濱 60 「ツバサ」
東洋工業株式会社 広島市外府中町 200 「マツダ」
日本自動車株式会社 東京市大森 50 「ニユーエラー」
安全自動車株式会社 東京市赤坂区 100 「安全」
ハーレーダビットソン株式会社 東京市品川区 40 「ハーレーダビツトソン」
中島三輪車部 大阪市西区 「ヤマーター」
富士鐵工所 堺市遠里小野町 20 KM
大澤商会 京都市三条 300 「サクセス」
岡本工業株式会社 名古屋市 150 「ノーリツ」
ホーソンモータース合資会社 東京市 3 「ホーソンモータース」




















普通自動車 輸入組立車 小型四輪車 日 産 トヨタ いすゞ
1935 1,181 30,787 3,913 3,800 20
1936 5,851 30,997 6,335 6,163 1,142
1937 10,239 28,951 9,695 10,227 4,013 1,210
1938 15,755 20,000 8,217 16,591 4,615 1,655
1939 30,089 3,153 17,781 11,981 4,196
1940 43,706 2,439 15,925 14,787 7,148
1941 43,878 2,590 19,688 14,611 7,767
1942 35,491 1,710 17,434 16,302 5,639
1943 24,207 933 10,753 9,827 5,724
1944 21,453 355 7,083 12,720 3,845
1945 6,723 31 2,001 3,275 683
（注） 1949年にいすゞ自動車株式会社と社名が変更された同社の前身は，1937年4月設立の東京自動車工業株式会
社であり，1941年4月には社名がヂーゼル工業株式会社と改称されているが，ここではいすゞと表記した。な
お，いすゞの生産台数は年度数値。
（出所） 日本自動車会議所調査部調査部長真鍋康男『我国に於ける自動車の変遷と将来の在り方』1948年，『日産自
動車30年史』，『トヨタ自動車30年史』，『いすゞ自動車50年史』。
劣位な状態にあった。ところが自動車製造事業法の成立した1936年をピークに輸入組立車は減
少に向かい，1939年には組立生産を停止するに至った。それに替わり，国産車の生産が拡大し
ていき，日中戦争の開始した1937年には戦時統制経済の強化により小型車生産はピークに達し
たが，普通自動車の拡大が太平洋戦争が開始した1941年まで続いていく。こうして，アメリカ
メーカーを閉め出す形で日産とトヨタを中心とする国産車の生産が拡大し，1940年前後に日本
の自動車産業はようやく確立したということができる。いうまでもなく，それは自動車製造事業
法を中心とする国家的保護政策の支えにより可能となったものであり，軍用トラックを中心とす
る軍需に依存するなどの大きな限界を伴ったものであった。この点については，次章で展開する
が，以下，まずは自動車製造事業法の成立プロセスとその性格について，簡単に述べていこう。
自動車製造事業法の成立の前年，1935年8月9日の閣議では，自動車工業法案が提出され，
決定されている（52）。この法案の要旨は，1．「大衆車の組立又は主要部分品の製造事業は之を許可
事業とすること…」，2．「前項の許可を受け得る者は株数の過半数が日本臣民又は帝国法令に依
り設立したる法人にして，議決権の過半数が日本臣民に属するものに属する株式会社に限ること」，
3．「第一項の許可を受けたる事業に関しては産業上，国防上必要なる監督規定を設くること」4．
「現に存する自動車工業にして第一項に該當するものについては本方針決定當時における現存範
囲内においてのみ既得の権益を認むるもその後における新設または拡張については法律施行の際
遡りてその権益を容認せざること」という内容であった。この法案に対して，町田商相は，「来
議会に自動車工業法案を提出したき旨を述べ，既に事務當局においては，内務，鉄道，大蔵，外
務，陸，海軍の関係各省當局並に主要製造業者と大体基礎的折衝を終了した旨諸般の経緯を説明，
政府の了解を求めた」という。
上記法案要綱の運用方針として，商工当局の見解は，1．「上級大衆車の自給自足を目標」，2．
「許可事業の特典を享有し得る資格は大体年産五千乃至一万台程度の生産者とする」，3．「當局は
大体1,2社が許可事業の特典を享けるものとみている」，4．「小型車，その他特殊車を法律適用
外とする」，5．「内外製造業者の既得権益は8月9日現在を基準とすること，しかしてその後の
新設又は拡張を濫りに認めず，内地製造業者の存立の基礎を確保する方針である」となっている。
このように本要項に，基本的には翌年の自動車製造事業法で規定される根本的方針が前もって盛
り込まれたのには訳がある。すなわち，当時，日本フォードは既に量産組立を実施していたが，
「京浜地帯に約30万坪ほどの工場用地を買収して，製鉄から部品の製造を行ない，最後の組立ま
でを一貫作業でフォードの大量生産を実施する，大規模な工場計画を立てていた」（53）のであり，
以前から純国産自動車工業の確立を意図していた陸軍省がこのフォードの計画に危機感を抱き，
商工省との協議を繰り返し原案を作成し，各省の賛同を求めた結果この閣議決定となったのであ
る。そして，自動車製造事業法の公布は1936年5月29日であるが，その発効はこの法案要綱が
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閣議決定された前年8月9日となった（54）。
こうした自動車製造事業法の成立に至るプロセスで，陸軍が演じた役割は大きい（55）。1918年
に軍用自動車補助法が制定されたことは前述の通りであるが，1928年には，永田直武少佐と陸
軍自動車学校教官であった伊藤久雄が選ばれ，「満蒙」の自動車運行状況の一般偵察が行われた
が，その視察の結果，従来の補助法政策はその効果が十分ではなく，伊藤久雄の意見は「有事に
際して徴発するトラックは，共にフォード，シボレー級と同等の自動車にすべきである」（56）とい
うものであった。さらに，伊藤久雄は1928年の済南事件の際の経験から，フォード，シボレー
級の国産大衆車を製造，普及させることが必要であるとの確信を強め，また「満州事変」に際し
ての経験から，フォード，シボレーと比較して，国産車は故障が多く，「戦争に使う自動車は，
そのような大衆車であらねばならぬとの信念を強めた」（57）といわれており，商工省，内務省，鉄
道省その他の関係官庁への働きをも強めていくことになった。
1934年3月には，陸軍省が主導して国産自動車型式決定委員会を設置し（58），将来の目的とす
る自動車の型式について審議し，軍用1屯車と称するフォード・シボレー級の大衆車と決定し，
フォードの4気筒，シボレーの6気筒に準ずる各2台の試作を決定し，それを協同国産自動車株
式会社および川崎車両株式会社に命じた。1935年1月に完成した試作車に対して綿密な性能試
験が実施され，同年7月に修正された改修車に第2回目の試験を実施した結果，この大衆車の量
産の奨励が目指されることとなった。
このように陸軍省が主導して，フォード・シボレー級の大衆車の製造による自動車工業確立の
方向が定まっていくなかで，陸軍省は自動車工業，三菱重工業，川崎車両，東京瓦斯電気工業，
三井物産，自動車製造（後，1934年6月に日産自動車株式会社と改称）などに大衆車の製造を
勧誘したが，各社とも乗り気ではなかったという（59）。そこで，自動車の製造に乗りだしていた
豊田自動織機が注目され，同社は「当社が自動車製造に着手したことを知った商工省および陸軍
省は，当社に対し，国策上トラックおよびバスを製造するよう要請してきた。そこで当社はトラッ
ク，バスの製造を新たに自動車事業のなかに加えることを決めて，昭和十年三月トラック部門を
設け，34年型フォード・トラックを購入し，それを参考にトラックの設計に着手」（60）すること
となり，この間の詳細は省略するが，1936年5月に公布された自動車製造事業法による自動車
製造事業委員会の9月15日の第1回委員会において，許可会社として認可されることとなった。
自動車製造（日産自動車）の場合，当初は小型車ダットサンの量産を成功させ，より大型の一
般用自動車の製造は日本ゼネラルモータースとの提携を模索し，国産大衆車の製造に消極的であっ
た。しかし，日産自動車も「日本ゼネラル・モータースとの合弁会社が不調に終わった直後に，
自動車製造事業法が発布されることが決まったので，日本産業は日産自動車株式会社をして，同
法による許可会社の申請を急いで出させること」（61）になり，豊田自動織機と同時に許可会社とし
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て認可された。
さらに，前述のように，自動車工業と東京瓦斯電気工業自動車部の両社を合併させる目的で
1937年4月に設立された東京自動車工業株式会社（1941年4月には社名をヂーゼル工業株式会
社と改称，1949年にいすゞ自動車株式会社と社名が変更，以下いすゞと表記する）は，自動車
製造事業法成立時点では許可会社としての申請を見送っていたが，その後商工大臣への申請を行
い，1941年4月には許可が下りることになった（62）。ただし，同社の許可会社としての対象は，
将来ディーゼル車の大量生産を目的とする鶴見および川崎の製造所とされ，同社日野製造所は，
従来通りいわば「軍に従属」する状態におかれることになった。そのために，同社に対する許可
会社として2つの条件が課せられたという。一つは，同社は将来ディーゼル車の製造に専念する
こと，そのためディーゼルメーカーである三菱重工業，日立製作所，池貝自動車，川崎車両のディー
ゼル技術を同社に参加させ，国内のディーゼル車製造を一元化すること。二つ目は，日野製造所
の2年以内の分離独立であった。
ともかくも，自動車製造事業法の成立以降，前掲図表7に示されているように，日本の自動車
産業は，アメリカメーカーを日本市場から閉め出し，それに代わり日産，トヨタ，いすゞの許可
会社3社を中心に一定の量産規模を達成することに成功した。それゆえ，前述のように，1940
年前後に日本の自動車産業は確立したと評価できる。しかし，その確立は大きな限界を伴ったも
のであり，その点を含めた日中戦争開始以降の自動車産業の状況については，次章で述べること
にする。
（1） 2000年代半ば頃までは，これらの調査の多くは，安保哲夫元東京大学教授を代表とする日本多国
籍企業研究グループの一員として実施したものである。同研究グループには謝意を表したい。
（2） この米系メーカーの日本進出については多くの文献が述べているが，比較的新しい書物として，佐
藤誠『横浜製フォード，大阪製アメリカ車』株式会社城南光村，2000年は詳細な事実を明らかにし
ており，興味深い。
（3） 例えば，奥村正二『自動車』岩波新書，1954年は，「明治32年（1899年）の秋米国製電気式自動
三輪車が1台日本へ持込まれた」（173頁）と記している。また，齋藤俊彦『轍の文化史 人力車
から自動車への道』ダイヤモンド社，1992年では，「明治31年（1898年）2月6日。この日こそ，
東京市民，いや日本にとっての初めて自動車が披露された日である」（201頁）としている。なお，
中部博『自動車伝来物語』集英社，1992年は，大須賀和美氏や齋藤俊彦氏の見解を含めて，この点
について，丹念に検討しているが，ここではこれ以上立ち入らない。
（4） 自動車工業会『日本自動車工業史稿（1）』1965年，8頁。同上書はこの点についてページを割いて，
種々の説を検討している。なお，本稿では，基本的には四輪自動車を中心に分析することにする。
（5） 同上書，「第三部 自動車輸入販売（1）」を参照した。
（6） 同上書，72頁。
（7） 以下，特に断らない限りは，同上書，「第六部 自動車製造の芽ばえ」による。
戦前期日本自動車産業の確立と海外展開（上）62
注
（8） オートモビル社編『国産自動車全史』オートモビル社，1940年，8頁。なお，明治期から大正5年
頃にかけて車名も付されずにかつ試作的なものが15～6台制作されていると推定している。
（9） 奥村正二「自動車工業の発展段階と構造」（有沢広巳編集『現代日本産業講座Ⅴ各論Ⅳ 機械工業
1,岩波書店，1960年』）によれば，創業当初から自動車製造に乗りださなかった理由は，「技術的障
害があまりにも大きかった」（251頁）ことにあるという。なお，同上論文24157頁における記述は，
橋本の手記をも活用した快進社に対する優れた分析である。
（10） 奥村正二，前掲書，179頁。
（11） 以下，特に断らない限りは，自動車工業会『日本自動車工業史稿（2）』1967年，「第六部 自動車
工業の端緒期」による。
（12） ダイハツ工業株式会社60周年記念社史編集委員会編集『六十年史』1967年，112頁。
（13）『川崎造船所40年史』1936年，175頁。
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